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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第38期
第３四半期
累計期間

第39期
第３四半期
累計期間

第38期
第３四半期
会計期間

第39期
第３四半期
会計期間

第38期

会計期間

自  平成20年
    ４月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    10月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    ４月１日
至  平成21年
    ３月31日

売上高 (千円) 4,014,3222,688,1161,088,240792,4425,823,495

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 153,036△64,397 7,902 △49,934 248,033

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失(△)

(千円) 86,703 △48,429 △129 △30,994 133,608

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 313,700 313,700 313,700

発行済株式総数 (株) ― ― 4,280,0004,280,0004,280,000

純資産額 (千円) ― ― 2,651,4392,595,9872,692,286

総資産額 (千円) ― ― 4,995,1104,348,7475,102,709

１株当たり純資産額 (円) ― ― 619.93 606.96 629.48

１株当たり
四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(円) 20.27 △11.32 △0.03 △7.25 31.24

潜在株式調整後１株当た
り四半期(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― 12.00

自己資本比率 (％) ― ― 53.1 59.7 52.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 238,205△66,354 ― ― 337,047

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △106,850△117,988 ― ― △69,935

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △32,442 △49,813 ― ― △104,930

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 325,204 155,236 389,266

従業員数 (名) ― ― 159 156 157

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２  当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては、記載しておりません。

３  持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がありませんので、記載しておりません。

４  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、第38期第３四半期累計期間及び第38期は潜在株

式が存在しないため、第38期第３四半期会計期間及び第39期第３四半期累計(会計)期間は１株当たり四半期

純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(名) 156

(注)  従業員数は、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当第３四半期会計期間における生産実績、受注実績及び販売実績を製品の品目ごとに示すと、次のとおり

であります。

　

(1) 生産実績
　

品目 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

強力吸引作業車 466,492 △32.6

汚泥吸引作業車 24,568 △68.9

定置型吸引機 16,252 ＋53.5

高圧洗浄車 133,385 ＋17.3

粉粒体吸引・圧送車 11,035 △67.0

部品売上 121,722 △14.6

その他 154,522 △21.5

合計 927,978 △28.4

(注) １  生産高は、販売価格によるとともに、消費税等は含まれておりません。

２  その他は、上記品目に属さない製品、デモ車の生産等が主なものであります。

　

(2) 受注実績
　

品目
受注高
(千円)

前年同四半期比
(％)

受注残高
(千円)

前年同四半期比
(％)

強力吸引作業車 624,764 △28.7 794,138 △12.9

汚泥吸引作業車 9,523 △66.4 20,000 △85.1

定置型吸引機 3,000 ＋7.1 10,000 ＋100.0

高圧洗浄車 122,347 ＋13.2 146,650 ＋11.8

粉粒体吸引・圧送車 17,142 △76.2 17,142 △76.2

部品売上 121,722 △14.6 ― ―

その他 110,806 △55.0 265,897 △4.0

合計 1,009,307 △33.7 1,253,828 △20.6

(注) １  受注高及び受注残高は、販売価格によるとともに、消費税等は含まれておりません。

２  その他は、上記品目に属さない製品、デモ車・中古車の販売及び修理改造等が主なものであります。
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(3) 販売実績
　

品目 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

強力吸引作業車 387,067 △39.9

汚泥吸引作業車 26,200 ＋170.1

定置型吸引機 32,900 ＋188.6

高圧洗浄車 126,423 ＋25.5

部品売上 121,722 △14.6

その他 98,128 △33.3

合計 792,442 △27.2

(注) １  販売高には、消費税等は含まれておりません。

２  その他は、上記品目に属さない製品、デモ車・中古車の販売及び修理改造等が主なものであります。

３  主な輸出先及び輸出高並びにその割合等は、輸出高が総販売実績の10％未満であるため、記載を省略しており

ます。

４  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、いずれも総販売実績の10％未満で

あるため、記載を省略しております。

５　粉粒体吸引・圧送車の販売実績はありません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期会計期間において新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証

券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

特記事項はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第３四半期会計期間における我が国経済は、デフレ、円高傾向等、まだまだ景気の先行きが見えにく

い状況が継続しております。

当社では、営業本部が主力製品を主体に、技術本部が特殊製品や海外案件を担当し、業績の確保に向け

た受注活動を展開してまいりました。

当第３四半期会計期間の業績は、主力製品である強力吸引作業車・高圧洗浄車では、10月に完成した

「新型低騒音吸引車」の見本機による販売促進活動が好評を博し、受注はあったものの、依然、顧客の設

備投資意欲の回復が見られず、大幅な売上減少となりました。特殊製品では地方自治体向け案件の受注等

があったものの、海外案件は受注に至っておりません。また、原価低減活動、販売費及び一般管理費の抑制

等を継続実施いたしましたが、受注・売上ともに、前第３四半期会計期間に比べて大幅に低下したため、

損失を計上することとなりました。

業績（数値）につきましては、前第３四半期会計期間に比べ受注高は513百万円減の1,009百万円（前

年同四半期比33.7％減）、売上高は295百万円減の792百万円（前年同四半期比27.2％減）となりました。

収益面につきましては、営業損失54百万円（前年同四半期は営業損失12百万円）、経常損失49百万円（前

年同四半期は経常利益７百万円）、四半期純損失30百万円（前年同四半期は四半期純損失０百万円）を

計上することとなりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期会計期間末の財政状態は、総資産は、前事業年度末残高に比べ753百万円減少し、4,348百

万円となりました。これは主に、たな卸資産の増加160百万円等はありましたが、売上の減少に伴う売上債

権の減少765百万円及び現預金の減少176百万円等によるものであります。

負債は、前事業年度末残高に比べ657百万円減少し、1,752百万円となりました。これは主に仕入債務の

減少353百万円及び未払法人税等の減少97百万円等によるものであります。また、役員退職慰労金制度廃

止により役員退職慰労引当金は298百万円減少したものの、打ち切り支給の未払い分等による長期未払金

が240百万円増加しております。

純資産は、前事業年度末残高に比べ96百万円減少し、2,595百万円となりました。これは主に剰余金の配

当51百万円及び四半期純損失の計上48百万円等によるものであります。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

営業活動の結果使用した資金は、31百万円（前年同四半期は得られた資金21百万円）となりました。こ

れは主に、売上債権の減少はありましたが、たな卸資産の増加及び税引前四半期純損失を計上したことに

よるものであります。

投資活動の結果使用した資金は、前第３四半期会計期間に比べ２百万円増加し、18百万円（前年同四半

期比14.9％増）となりました。これは主に、定期預金の払戻による収入はありましたが、定期預金の預入

による支出及び有形固定資産の取得による支出によるものであります。

財務活動の結果使用した資金は、９百万円（前年同四半期は得られた資金11百万円）となりました。こ

れは主に、短期借入金の純減少及び長期借入金の返済による支出等によるものであります。

従いまして、現金及び現金同等物の当第３四半期会計期間末残高は、前事業年度末残高に比べ234百万

円減少し、155百万円（前期比60.1％減）となりました。

　

(4) 対処すべき課題

当第３四半期会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期会計期間の研究開発費の総額は、10百万円であります。

　

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社を取り巻く事業環境は、顧客の設備投資意欲の回復が見られず、受注・売上ともに顕著に減少し、

非常に厳しい状況が続いております。

当社としましては、これらの状況を踏まえ、見本機による販売促進活動の強化や製品在庫の販売に注力

するとともに、現在検討中の「中長期経営計画(３ヶ年)」におきまして、顧客価値の向上をはじめとした

活動展開等、新たな事業活動を予定しております。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 13,520,000

計 13,520,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,280,000 4,280,000
大阪証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 4,280,000 4,280,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年12月31日 ― 4,280,000 ― 313,700 ― 356,021

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) （自己保有株式）
普通株式    2,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式
4,273,000

4,273 同上

単元未満株式 普通株式
5,000

― 同上

発行済株式総数 4,280,000― ―

総株主の議決権 ― 4,273 ―

　

② 【自己株式等】

　 　 平成21年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
兼松エンジニアリング株式会社

高知県高知市布師田
3981-7

2,000 ― 2,000 0.0

計 ― 2,000 ― 2,000 0.0

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 394 395 410 420 410 398 400 380 360

最低(円) 375 371 376 390 386 379 380 326 345

(注)  最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期累計期間

(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期

会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期累計期間(平成21年４月１日か

ら平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間(平成20年10月１日か

ら平成20年12月31日まで)及び前第３四半期累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)に係

る四半期財務諸表並びに当第３四半期会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３

四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期財務諸表について、新日本有

限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３  四半期連結財務諸表について

当社には子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 352,023 528,663

受取手形及び売掛金 ※３
 1,029,123 1,795,035

商品及び製品 37,097 53,157

仕掛品 341,992 130,460

原材料及び貯蔵品 274,749 309,263

繰延税金資産 137,294 90,538

その他 44,828 18,573

貸倒引当金 △1,330 △1,774

流動資産合計 2,215,779 2,923,919

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 446,878 474,949

土地 1,254,363 1,259,879

その他（純額） 149,879 130,491

有形固定資産合計 ※１
 1,851,121

※１
 1,865,320

無形固定資産 7,995 7,648

投資その他の資産

繰延税金資産 144,839 168,941

その他 162,983 171,208

貸倒引当金 △33,971 △34,329

投資その他の資産合計 273,851 305,820

固定資産合計 2,132,968 2,178,789

資産合計 4,348,747 5,102,709
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※３
 1,100,084 1,454,043

短期借入金 110,200 93,150

未払法人税等 1,557 98,718

賞与引当金 25,028 98,596

役員賞与引当金 － 11,950

製品保証引当金 29,000 36,000

その他 108,214 166,182

流動負債合計 1,374,084 1,958,640

固定負債

長期借入金 13,800 28,200

退職給付引当金 120,522 119,401

役員退職慰労引当金 － 298,617

その他 244,353 5,563

固定負債合計 378,676 451,782

負債合計 1,752,760 2,410,422

純資産の部

株主資本

資本金 313,700 313,700

資本剰余金 356,021 356,021

利益剰余金 1,926,325 2,026,079

自己株式 △1,451 △1,451

株主資本合計 2,594,595 2,694,349

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,391 △2,062

評価・換算差額等合計 1,391 △2,062

純資産合計 2,595,987 2,692,286

負債純資産合計 4,348,747 5,102,709
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 4,014,322 2,688,116

売上原価 3,091,045 2,154,950

割賦販売未実現利益戻入額 5,589 4,228

割賦販売未実現利益繰入額 7,103 －

売上総利益 921,763 537,394

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 11,014 1,870

役員報酬 112,150 81,930

給料 210,557 187,326

賞与引当金繰入額 20,587 10,081

退職給付費用 6,057 3,751

役員賞与引当金繰入額 7,767 －

役員退職慰労引当金繰入額 18,292 2,946

旅費及び交通費 59,536 46,584

減価償却費 9,682 11,730

研究開発費 21,459 18,933

その他 324,918 262,725

販売費及び一般管理費合計 802,024 627,881

営業利益又は営業損失（△） 119,739 △90,487

営業外収益

受取利息 1,853 1,534

受取賃貸料 10,395 10,360

受取手数料 15,619 820

保険解約返戻金 － 10,978

その他 7,473 3,989

営業外収益合計 35,341 27,682

営業外費用

支払利息 1,823 1,184

為替差損 213 193

その他 6 214

営業外費用合計 2,043 1,592

経常利益又は経常損失（△） 153,036 △64,397
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(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

特別利益

固定資産売却益 － 1,424

貸倒引当金戻入額 624 756

製品保証引当金戻入額 5,000 7,000

特別利益合計 5,624 9,181

特別損失

固定資産売却損 － 69

固定資産除却損 22 418

投資有価証券評価損 5,750 13,687

特別損失合計 5,773 14,175

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 152,887 △69,391

法人税、住民税及び事業税 57,456 2,879

法人税等調整額 8,728 △23,841

法人税等合計 66,184 △20,961

四半期純利益又は四半期純損失（△） 86,703 △48,429
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 1,088,240 792,442

売上原価 835,370 651,241

割賦販売未実現利益戻入額 1,882 1,274

割賦販売未実現利益繰入額 7,103 －

売上総利益 247,649 142,476

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 1,465 502

役員報酬 35,850 19,860

給料 68,770 60,795

賞与引当金繰入額 20,669 10,112

退職給付費用 2,931 1,171

役員賞与引当金繰入額 2,390 －

役員退職慰労引当金繰入額 6,097 －

旅費及び交通費 18,668 14,699

減価償却費 2,648 4,004

研究開発費 5,335 6,092

その他 94,922 79,546

販売費及び一般管理費合計 259,748 196,785

営業損失（△） △12,099 △54,309

営業外収益

受取利息 521 444

受取賃貸料 3,384 3,323

受取手数料 15,619 820

その他 1,075 262

営業外収益合計 20,600 4,850

営業外費用

支払利息 597 324

為替差損 － 148

その他 2 2

営業外費用合計 599 475

経常利益又は経常損失（△） 7,902 △49,934
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（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 348

製品保証引当金戻入額 2,000 3,000

特別利益合計 2,000 3,348

特別損失

固定資産除却損 － 36

投資有価証券評価損 500 6,884

特別損失合計 500 6,920

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 9,402 △53,506

法人税、住民税及び事業税 △11,416 1,022

法人税等調整額 20,948 △23,534

法人税等合計 9,532 △22,512

四半期純損失（△） △129 △30,994
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

152,887 △69,391

減価償却費 94,250 74,836

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,173 △801

賞与引当金の増減額（△は減少） △34,913 △73,568

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △2,057 △11,950

製品保証引当金の増減額（△は減少） △5,000 △7,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6,140 1,121

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,984 △298,617

受取利息及び受取配当金 △2,521 △2,095

支払利息 1,823 1,184

投資有価証券評価損益（△は益） 5,750 13,687

売上債権の増減額（△は増加） 451,096 766,269

たな卸資産の増減額（△は増加） △158,072 △148,882

仕入債務の増減額（△は減少） △222,740 △363,286

その他 12,305 149,610

小計 304,760 31,118

利息及び配当金の受取額 2,606 1,154

利息の支払額 △1,820 △1,165

法人税等の支払額 △67,341 △97,461

営業活動によるキャッシュ・フロー 238,205 △66,354

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △162,390 △169,904

定期預金の払戻による収入 114,253 112,514

有形固定資産の取得による支出 △59,774 △68,208

有形固定資産の売却による収入 336 8,597

その他 725 △987

投資活動によるキャッシュ・フロー △106,850 △117,988

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 66,000 34,000

長期借入金の返済による支出 △44,850 △31,350

リース債務の返済による支出 △1,303 △1,303

長期未払金の返済による支出 △1,165 －

配当金の支払額 △50,963 △51,160

その他 △160 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △32,442 △49,813

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 127

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 98,912 △234,030

現金及び現金同等物の期首残高 226,292 389,266

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 325,204

※
 155,236
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

当第３四半期累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)及び当第３四半期会計期間(自

 平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　

【簡便な会計処理】

当第３四半期累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　
当第３四半期累計期間

(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

役員退職慰労引当金

  当社は、従来、役員退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく要支給額を役員退職慰労引当金として計上し

ておりましたが、役員報酬制度の見直しの一環として、役員退職慰労金制度を廃止することとし、平成21年６月18日

開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止に伴う打ち切り支給を決議いたしました。

  これにより、役員退職慰労引当金を全額取崩し、打ち切り支給額の未払い分240,276千円を固定負債の「その他」

に含めて計上しております。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額 1,178,928千円
　

※１  有形固定資産の減価償却累計額 1,167,477千円
　

２  保証債務

他社のリース契約に対して次のとおり保証を行っ

ております。

㈱ユーロトランス 18,376千円

㈱梅井建設 12,728 〃

新井建設㈱ 3,825 〃

新栄工業㈱ 3,605 〃

日本マイティー㈱ 2,689 〃

安岡昌宏 1,302 〃

㈱大阪環境 1,270 〃

㈱神姫メンテナンス 750 〃

新栄工業㈱ 718 〃

計 45,264 〃
 

２  保証債務

他社のリース契約に対して次のとおり保証を行っ

ております。

㈱梅井建設 15,785千円

新井建設㈱ 6,128 〃

新栄工業㈱ 5,450 〃

安岡昌宏 4,774 〃

東亜エンジニアリング㈱ 3,775 〃

日本マイティー㈱ 3,717 〃

㈱大阪環境 2,899 〃

新栄工業 1,722 〃

㈱神姫メンテナンス 1,613 〃

エレファントジャパン㈱ 775 〃

計 46,642 〃
 

※３  当第３四半期会計期間末日満期手形の処理

当第３四半期会計期間末日は金融機関の休日でし

たが、満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。当第３四半期会計期間末日満期手形

は、次のとおりであります。

受取手形 25,834千円

支払手形 118,809 〃

―――
 

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 532,707千円

預入期間が
３ヶ月を超える定期預金

△133,890 〃

預入期間が
３ヶ月を超える定期積立金

△72,000 〃

別段預金 △1,611 〃

現金及び現金同等物 325,204 〃
 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 352,023千円

預入期間が
３ヶ月を超える定期預金

△123,904 〃

預入期間が
３ヶ月を超える定期積立金

△72,000 〃

別段預金 △883 〃

現金及び現金同等物 155,236 〃
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(株主資本等関係)

当第３四半期会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期累計期間(自  平成21年４月１日  至  平

成21年12月31日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 4,280,000

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 2,978

　

３  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月18日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 51,324 12平成21年３月31日 平成21年６月19日

　

(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

当第３四半期会計期間末（平成21年12月31日）

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期会計期間末（平成21年12月31日）

当社は、デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期会計期間（自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日）

該当事項はありません。
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(持分法損益等)

前第３四半期累計期間（自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日）及び当第３四半期累計期間

（自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日）並びに前第３四半期会計期間（自  平成20年10月１

日  至  平成20年12月31日）及び当第３四半期会計期間（自  平成21年10月１日  至　平成21年12月31

日）

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

当第３四半期会計期間（自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日）

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

606円96銭
 

629円48銭

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 2,595,987 2,692,286

普通株式に係る純資産額(千円) 2,595,987 2,692,286

普通株式の発行済株式数(株) 4,280,000 4,280,000

普通株式の自己株式数(株) 2,978 2,978

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(株)

4,277,022 4,277,022
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２  １株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期累計期間

前第３四半期累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益 20円27銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
　

１株当たり四半期純損失(△) △11円32銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
　

(注) １  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、前第３四半期累計期間は潜在株式が存在しないため、当

第３四半期累計期間は１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

２  １株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第３四半期累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益又は
四半期純損失(△)(千円)

86,703 △48,429

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は
四半期純損失(△)(千円)

86,703 △48,429

普通株式の期中平均株式数(株) 4,277,161 4,277,022

　

第３四半期会計期間

前第３四半期会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失(△) △0円03銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
　

１株当たり四半期純損失(△) △7円25銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
　

(注) １  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため、記載しておりません。

２  １株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第３四半期会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純損失(△)(千円) △129 △30,994

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △129 △30,994

普通株式の期中平均株式数(株) 4,277,022 4,277,022

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月10日

兼松エンジニアリング株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    山  田      晃    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    梅  原      隆    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている兼松

エンジニアリング株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第38期事業年度の第３四半期会

計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成20年４月１日から平成

20年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、兼松エンジニアリング株式会社の平成20年12月31日現

在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四

半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に

おいて認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月９日

兼松エンジニアリング株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    山  田      晃    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    梅  原      隆    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている兼松

エンジニアリング株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第39期事業年度の第３四半期会

計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成21年４月１日から平成

21年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、兼松エンジニアリング株式会社の平成21年12月31日現

在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四

半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に

おいて認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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